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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、経営の透明性を高め、効率的な企業運営を行うことを基本方針としております。この基本方針を踏まえた上で、当社はコンプライアンス
を遵守し、あらゆるステークホルダーに対して責任を果たしていくことを重視しております。そのため、経営環境の変化に対応した組織体制を構築
し、公正な経営システムの運営と内部管理体制の強化に取り組んでおります。今後も健全で透明かつ迅速な経営を追求し、コーポレート・ガバナ
ンスの強化と充実に努めてまいります。

　当社は、今日におけるこの国の平和と繁栄を創り上げた先人たちへの感謝の気持ちを忘れずに受け継いでいかなければならないという想いを
込めて、企業理念「子どもたちの 子どもたちの 子どもたちへ」を掲げ、事業目的には、日本の未来を担う若者一人ひとりに寄り添い、人の暮らしの

基盤である住まいという空間を通して「ゲストに最高の笑顔と感動を届け続ける」ことで、より素晴らしい未来を拓く一翼になることが、当社の社会
的使命（存在意義）かつ社会貢献（CSR）であると考えております。

　社会的使命と社会貢献を長きに亘り行うため、上場企業として中長期的かつ安定的に資本コストを上回る経済的価値を生み出すよう取り組みま
す。また、中長期的な観点から、当社のサステナビリティを巡る取り組みについて基本的な方針を策定し、人的資本・知的財産への投資等の重要
性に鑑み、これらをはじめとする経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行が、企業の持続的な成長に資するよう実効的に監督
を行ってまいります。

　これらの実践のため、当社が具体的に取り組むべきことを明確にすること、並びに株主の皆様への説明責任を果たすため、「コーポレート・ガバ
ナンス　ガイドライン」を制定しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2④ 議決権の電子行使のための環境整備、招集通知の英訳】

　当社は、現在、機関投資家や海外投資家の比率が比較的低いため、コスト等を勘案し議決権の電子行使プラットフォームや招集通知の英訳を
実施しておりません。今後、株主構成の変化等の状況に応じて検討してまいります。

【補充原則3-1② 英語での情報開示・提供】

　当社は、現時点における株主構成等を勘案して、英語での情報の開示・提供を行っておりませんが、今後、海外投資家等の比率に注視し、英語
による情報の開示・提供を検討してまいります。

【補充原則4-10① 任意の諮問委員会の設置等による独立社外取締役の適切な関与・助言】

　当社は、任意の諮問委員会等は設置しておりませんが、経営幹部・取締役の指名・報酬に関する方針については、取締役会等における独立社
外取締役２名の意見も参考に決定されておりますが、今後、統治機能の更なる充実を図る中で、必要に応じて任意の仕組みを活用し、独立社外
取締役のより適切な関与・助言を得るべく検討してまいります。

【補充原則4-11③ 取締役会の実効性評価】

　当社の取締役会では、取締役会規程に定める重要事項について適時かつ適切に審議並びに決議されております。取締役会の実効性の分析・
評価及びその開示については、機能向上の観点から、今後の検討事項とします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-3 資本政策の基本的な方針】

　当社は、中長期的視点に立脚した事業活動を支える強固かつ安定的・持続的な財務基盤の構築を図るべく、建設、不動産市場や金融・資本市
場の変化にも柔軟に対応し得るよう、事業活動に伴うリスクや資本効率性にも留意しながら、中長期な視点から収益力と資本・負債の適切なバラ
ンスの確保に努めております。

＜株主還元に関する基本方針＞

　当社は、事業活動を通じて創出した利益を株主の皆様へ還元することと併せ、中長期的な企業価値の最大化のために成長投資に資金を投下し
、１株当たり利益を増大することをもって株主価値向上を図ることを株主還元に関する基本方針としています。配当性向については、当期純利益
の30％を基準として業績に連動した利益還元を行い、前年度の配当額と比較し安定的な配当の維持に努めております。

【原則1-4 いわゆる政策保有株式】

＜政策保有株式に関する方針＞

　当社は、中長期的な取引関係の維持・強化等、当社の事業活動の円滑な推進に有用と判断した場合に限り、政策保有株式を保有しております
。取締役会において、定期的に政策保有株式について中長期的な経済合理性、直近事業年度の取引高等を検証し、保有の意義及び合理性が無
い銘柄については、売却を含めた対応を検討しております。

＜政策保有株式に係る議決権行使について適切な対応を確保するための基準＞

　当社は、政策保有株式の議決権行使に際しては、当該企業の価値向上に繋がるか、当社の企業価値を棄損させる可能性がないかという議決



権行使基準に基づき個別に精査したうえで、議案への賛否を判断しています。代表取締役社長は、政策保有株式の議決権については、その議案
が当社の保有方針に適合するかどうかの観点からその行使についての判断を行っております。

【原則1-7 関連当事者間の取引】

　当社の取締役・執行役員による競業取引又は利益相反取引、当社と主要株主の取引等については、予め取締役会にて詳細を説明し承認を経
ると共に、取引実行後に取引状況について取締役会に報告することとしております。

【補充原則2-4① 中核人材の登用等における多様性の確保】

　当社は、異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在することが、持続可能な成長を確保するうえでの強みになることを認識し
、人材の多様性の確保を推進するための人材育成方針と社内環境整備方針を策定するとともに、その実施状況と併せて適切な開示を行っており
ます。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業年金制度として確定拠出年金を採用しており、社外の運用機関に運用を委託しております。従業員に対して教育内容の充実を進
めており、入社時教育として確定拠出年金制度に関する説明を実施し、資産運用を始めるにあたっての制度の基本知識や運用に関する注意事項
等を周知しています。

【原則3-1 情報開示の充実】

(1)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は、「子どもたちの 子どもたちの 子どもたちへ」という企業理念のもと、「ゲストに最高の笑顔と感動を届け続ける」とともに「社員一人ひとり

の幸せの総和が企業価値」という事業目的を実現するため、持続可能な安定的成長を経営方針としております。

　当社は、企業理念、事業目的並びに経営方針から構成される理念体系に基づき、「行動指針」を定め、行動原則としてこれを実践しております。

＜企業理念・事業目的＞

　・子どもたちの 子どもたちの 子どもたちへ

　・ゲストに最高の笑顔と感動を届け続ける

　・社員一人ひとりの幸せの総和が企業価値

＜経営方針＞

　・持続可能な安定的成長

＜行動指針＞

　・信頼

　・人財

　・変化

＜経営戦略・経営計画＞

　当社は社内目標として中期ビジョンを策定し、その中で設定した目標に向けて、全社一丸となって取り組んでおります。３ヵ年利益計画について
も開示いたします。

(2)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

　本報告書「Ⅰ. コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 1. 基本的な考え方」をご参照くだ

さい。

＜コーポレート・ガバナンスの基本方針＞

　当社は、当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方及び枠組みを示し、当社の事業目的の実現と中長期的な企業価値の向上に資する
コーポレート・ガバナンスの整備・推進の指針とすることを目的として、「コーポレート・ガバナンス　ガイドライン」を定めております。

(3)経営幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　本報告書の「Ⅱ. 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 1. 機関構成・組織運営

等に係る事項【取締役報酬関係】報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

(4)取締役の選解任を行うに当たっての方針と手続

　取締役会は、当社の企業理念、事業目的等を理解し、これを実践できる、人格並びに識見ともに優れ、その職責を全うすることのできる者を選任
しております。また、不正・不当あるいは背信を疑われる行為があったとき、その他取締役としてふさわしくない場合には、解任しております。

　取締役の選任に当たっては、代表取締役・人事担当取締役が原案を作成し、社外取締役を含めた取締役会において、高い透明性を確保した手
続、審議を経て決定しております。

　なお、社外取締役の選任にあたっては、「社外役員選解任ルール」を制定し、社外役員を選任する際、社外役員を含む複数の役員がヒアリング
を行い、当社の役員となる資質を判断しております。

(5)上記(4)を踏まえて取締役の選解任を行う際の、個々の選解任についての説明

　当社の取締役及び監査役の候補者及び選解任理由については、株主総会招集通知に記載して参ります。

【補充原則3-1③ サステナビリティについての取組み等】

＜サステナビリティについての取組み＞

　基本情報「 1. 基本的な考え方」をご参照ください。

＜人的資本、知的財産への投資等＞

　基本情報「 1. 基本的な考え方」をご参照ください。

【補充原則4-1① 取締役会の決議事項と委任の範囲】

　取締役会は、法令、定款及び「取締役会規程」にて定められた重要事項を意思決定するとともに、取締役の職務執行を監督しております。

　取締役会は、業務執行の機動性と柔軟性を高め、経営の活力を増大させるため、法令、定款及び前項に記載する事項以外の業務執行の意思
決定を取締役に委任しております。



【原則4-8 独立社外取締役の有効な活用】

　取締役会は、独立性・中立性のある社外取締役を２名以上置いております。

　監査役会は、監査役会の独立性確保のため過半数の社外監査役で構成しております。

　なお、社外役員４名全員を東京証券取引所が定める独立役員に指定しております。

　社外監査役は財務・会計、法律、経営等の専門家から選任しています。常勤監査役は、当社において豊富な経験を有する者から選任しておりま
す。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　社外役員の独立性判断基準については、本報告書「Ⅱ. １機関構成・組織運営等に関する事項経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管

理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 1. 機関構成・組織運営等に係る事項【独立役員関係】」をご参照ください。

【補充原則4-11① 取締役会のバランス・多様性・規模等に関する考え方】

　取締役会は、専門知識や経験等のバックグランドが異なる多様な取締役で構成するとともに、その機能が最も効果的・効率的に発揮できる員数
として10名以内としております。

　取締役会は、独立性・中立性のある社外取締役を２名以上置き、社外取締役を除く取締役は、代表取締役、経営統括本部長、賃貸住宅事業、
賃貸開発事業、賃貸経営事業の各事業統括責任者を中心に選任しております。また、当社は支配株主を有するため、社外取締役を早期に１/３以
上にするよう候補者を含めて検討中であります。

【補充原則4-11② 取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況】

　取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況については、株主総会招集通知に記載して参ります。

【補充原則4-14② 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社の経営幹部は、企業理念、事業目的等を理解し、かつ、取締役会が定める計画に則り、株主からの受託者責任を果たすに十分な知識・資
質を備えるためのトレーニングを受けております。

　当社は、取締役就任の際には、会社の事業・財務・組織等に関する必要な知識を習得し、株主から負託された取締役に求められる役割（受託者
責任）と法的責任を含む責務を果たすため、会社法関連法令並びにコーポレート・ガバナンスに関して十分に理解を深める機会を設けております
。また、必要に応じこれらを継続的に更新する機会を設けております。

　執行役員は、生産性の高い業務執行による企業価値向上経営の重要な職責を担うことを踏まえ、経営者としての資質向上を図るためアセスメン
ト研修及びそのフォローアップ研修を毎年受講し、企業経営全般に関するトレーニングを受けております。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、「持続可能な安定的成長」の経営方針のもと、株主との目的を持った対話を実現するため、双方向のコミュニケーションの充実に努めて
おります。

　当社は、株主との建設的な対話が、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、以下の方針を定めて実践しております。

＜株主との対話に関するポリシー＞

・株主からの対話（面談）の申し込みに対して、株主の希望と面談の主な関心事項も踏まえた上で、合理的な範囲で、代表取締役、取締役又は経
営幹部が臨むことを基本とします。

・代表取締役、経営統括本部担当取締役及び経営管理管掌執行役員は、建設的な対話の実現のため、社内部門と協力して対応します。

・中長期的な企業価値を判断するための情報開示に努め、株主との対話を通じて企業価値を高めます。

・経営統括本部担当取締役及び経営管理管掌執行役員は、個別面談等、当社の理解を深める各種施策を実施し、IR活動の充実を図ります。

・代表取締役、経営統括本部担当取締役及び経営管理管掌執行役員は、自社の考えていることについて対話を通じて株主に伝え、株主から頂い
た意見・要望について取締役又は経営幹部へフィードバックするとともに、社外役員にもフィードバックを適時適切に行い独立・客観的な視点から
の課題認識を共有します。

・代表取締役、経営統括本部担当取締役及び経営管理管掌執行役員は、未公表の重要な内部情報（インサイダー情報）が外部へ漏洩することを
防止するため、「重要情報の管理及びインサイダー取引防止に関する規程」に基づき、情報管理を徹底します。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

㈱ジェイコーポレーション 2,006,000 57.86

㈱マキテック 400,000 11.54

セレコーポレーション社員持株会 146,600 4.23

神農　雅嗣 98,000 2.83

阪和興業㈱ 50,000 1.44

貝本　千世子 40,000 1.15

貝本　富哉 40,000 1.15

貝本　貴哉 40,000 1.15

ＳＭＢＣベンチャーキャピタル㈱ 24,000 0.69

山口　貴載 20,000 0.58



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・㈱ジェイコーポレーションは、当社代表取締役である神農　雅嗣の資産管理会社であります。

・大株主の状況は、上場に際して行った公募・売出（オーバーアロットメントによる売出を含む）の状況を把握可能な範囲で反映したものとなってお
り、当該公募・売出によって株式を取得した株主の状況は反映しておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 2 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

-

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名



社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山下　貴 税理士

渡辺　衛男 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山下　貴 ○ -

　2011年より東証１部上場会社の独立社外役
員を務めており、ガバナンス・リスク管理に関す
る専門的知識と経験が豊富であるから、社外
取締役としての業務を適切に遂行できると判断
したため。

　また、東京証券取引所の「上場管理等に関す
るガイドライン」において、同取引所が一般株主
と利益相反が生じるおそれがあると判断する場
合の判断要素として示されている基準に抵触し
ていないことから、独立役員として一般株主の
利益保護のためにその役割を果たすことがで
きると判断しております。

渡辺　衛男 ○ -

　住宅メーカーの経営に携わった経験から、当
社の事業内容に関する専門的知識及び経営
者としての経験が豊富であり、当社の経営に関
して的確な助言が期待できることから、社外取
締役としての業務を適切に遂行できると判断し
たため。

　また、東京証券取引所の「上場管理等に関す
るガイドライン」において、同取引所が一般株主
と利益相反が生じるおそれがあると判断する場
合の判断要素として示されている基準に抵触し
ていないことから、独立役員として一般株主の
利益保護のためにその役割を果たすことがで
きると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】



監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 3 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会は、代表取締役と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見
を交換し、必要と判断される要請を行うとともに、取締役、使用人、会計監査人及び内部監査部門と必要な情報を共有するなど、監査の質の向上
と効率的な監査の実現に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大沢　拓 弁護士

白石　徹 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



大沢　拓 ○ ―――

　法律やコンプライアンスについての豊富な知
見を持ち、リーガルマインドを持った高い視点
からの監査や、それまで当社の顧問弁護士を
していた経緯から当社、当業界に精通した的確
な監査が期待できることから、監査役としての
職務を適切に遂行できると判断したため。

　また、東京証券取引所の「上場管理等に関す
るガイドライン」において、同取引所が一般株主
と利益相反が生じるおそれがあると判断する場
合の判断要素として示されている基準に抵触し
ていないことから、独立役員として一般株主の
利益保護のためにその役割を果たすことがで
きると判断しております。

白石　徹 ○ ―――

　証券会社にて長く公開引受業務に従事してお
り、経営管理体制の整備において高い専門性
を有していることや一般投資家の目線を踏まえ
た適切な助言を行えることから、上場企業の監
査として適切に監査役としての職務を遂行でき
ると判断したため。

　また、東京証券取引所の「上場管理等に関す
るガイドライン」において、同取引所が一般株主
と利益相反が生じるおそれがあると判断する場
合の判断要素として示されている基準に抵触し
ていないことから、独立役員として一般株主の
利益保護のためにその役割を果たすことがで
きると判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社において、社外役員が独立性を有しているという場合には、過去又は現在、下記のいずれにも該当しないことをいいます。

①当社又はその子会社の業務執行者

②当社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与（社外監査役の場合）

③当社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

④当社の親会社の監査役（社外監査役の場合）

⑤当社の兄弟会社の業務執行者

⑥当社の取引先若しくは当社から支払いを受けた者若しくは当社に支払いを行った者若しくは当社から寄付を受けている者又はこれらの業務執
行者

⑦当社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

⑧上記①～⑦の配偶者又は二親等内の親族に該当しないこと

⑨社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　本報告書の「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　1. 機関構成・組織運営

等に係る事項【取締役報酬関係】報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役、監査役、社外役員ごとの報酬等の総額については、有価証券報告書及び事業報告に開示しておりますので、ご参照ください。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役の報酬については、株主総会の決議により定められた報酬総額の上限額の範囲内において、常勤取締役の報酬は、各取締役が
作成した前事業年度の総括を基に、業績の成果を判断し、取締役会から委任を受けた代表取締役が決定しております。また、社外取締役の報酬
については、期待される役割と東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての届出状況を踏まえ、取締役会から委任を受けた代表取締役が決
定しております。

　取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬と業績に応じて変動する賞与から構成されております。基本報酬については、当社の持続的な成長
及び企業価値の向上に資するため、取締役が中長期的にその能力を十分に発揮できるように、安定的に支給するものであります。また賞与は、
営業利益等をふまえ、各人の職務内容・功績等を勘案の上、支給するものとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役は、当社の企業理念、企業文化、経営環境などについて、総務広報部及び内部監査室を通じて継続的な情報提供
を受けております。

　社外取締役及び監査役会は、当社のコーポレート・ガバナンス及びビジネスに関する事項等について、社外取締役及び監査役会で構成する意
見交換の場を設けております。

　社外取締役及び社外監査役は、その役割・責務を実効的に果たすために必要な追加の情報について、それぞれ総務広報部及び内部監査室を
窓口として、社内各部署からの情報提供を受け、さらに必要と考える場合には会社の費用において外部の専門家の助言を得ることができる体制
となっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　経営に関する重要事項の意思決定及び取締役の職務の監督機関としての役割を担う取締役会のほか、意思決定の迅速化とその円滑な執行及
び監視・監督機能の強化を図るべく、代表取締役社長、常勤取締役、常勤監査役及び執行役員を構成員とする経営会議を設置し、毎月定時会を
開催しております。

　監査役会及びその構成員たる監査役が適時に監査を実施することにより、取締役会及び取締役の職務執行に関する適法性を監視・監督してお
ります。

　会社の事業に関わる法令遵守、危機管理、業務の適正確保のための内部統制の構築及び改善を目的として、代表取締役社長直轄機関の内部
統制委員会を設置しております。同委員会は、法改正等への対応、リスクの識別評価、及び内部統制上の観点から各所管部署において対処が求
められる各ルールの策定、業務フローの是正等の仕組みづくりなど、目的毎に、毎月継続的に開催され、それらの結果、経過について定期的に代
表取締役社長及び取締役会に報告しております。

　また、経営の監視機能につきましては、監査役監査の実施により適法性を監査しております。各監査役は全員が取締役会に出席し、適法、適正
かつ健全に会社経営が行われているかという観点において、取締役会及び取締役の職務執行を監視、監督しております。また、監査役会及び内
部監査室は適宜相互に情報交換を行い、会計監査人とも連携を取りながら監査の実効性の向上を目指しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、経営の健全性、透明性、効率性を確保するため、監査役会設置会社形態を基礎として、独立性のある社外取締役・社外監査役の選任
による経営監督機能の強化や、内部統制委員会による法令遵守の仕組みづくりなど、実効性のある企業統治体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況



補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主が総会議案の十分な検討時間を確保し、適切に議決権を行使できるよう、株主総会
招集通知の記載内容の正確性を担保しつつ、早期発送に努めてまいります。

集中日を回避した株主総会の設定
定時株主総会は株主総会集中時期とは異なる５月となっており、集中日を回避しておりま
す。

電磁的方法による議決権の行使 【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載のとおりです。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載のとおりです。

招集通知（要約）の英文での提供 【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載のとおりです。

その他
招集通知に記載する情報は、株主総会の招集に係る取締役会決議から招集通知を発送
するまでの間に電磁的方法にて開示するよう努めます。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

すべてのステークホルダーの当社に対する理解を深めるために、企業情報を
公正かつ適時適切に開示しております。各種法令・規則などに基づく開示が要
請される情報や、経営戦略や経営計画など財務的に重要な企業情報、またリ
スクやガバナンスに係る非財務的な情報、その他開示すべきと判断する企業
情報についても、当社ウェブサイトなどを通して積極的に開示を行っております
。また迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行えるよう社内体制の
充実に努めております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家向け会社説明会を年１回以上開催するよう努めます。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに、４月に決算説明会を、10月に第２四半期決算
説明会を開催します。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 海外の株主動向を見て検討します。 なし

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内に「IR情報」ページを設け、決算資料（決算短信）、決算説
明会資料及びその動画配信、適時開示情報、有価証券報告書等を掲載してお
ります。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務広報部をIR担当部署としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「子どもたちの 子どもたちの 子どもたちへ」を企業理念に掲げ、「信頼　人財　変化」を行動

指針として、日々の事業活動のなかで実践して、お客様から愛され、かつ社会より信頼さ
れる企業であり続け、企業の持続的発展と社会的な信用の維持形成に努めることを経営
の基本方針としております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社では、事業活動を通じて、持続可能な社会の実現に向け取り組んでまいります。また
、事業活動を行う上で環境への配慮は企業の責務であるという認識のもと、持続可能な環
境を実現するために環境法規制や条例の遵守に留まらず、地域貢献活動の一環としてNP
O法人「はな街道」に参加し、本社が位置する銀座中央通りを季節の花で彩るため、地域
住民の皆様とともに「沿道フラワーボランティア」として花壇の維持管理に参加しております
。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

すべてのステークホルダーの当社に対する理解を深めるために、企業情報を公正かつ適
時適切に開示しております。

当社の企業理念・行動指針を定め、役員・社員に配布するほか、企業文化・風土の醸成に
向けた取り組みなどを経営陣が直接社員へ説明する機会を設けるなど、ステークホルダー
との適切な協働やその利益の尊重、健全で良識の高い倫理観を保ちながら適切な活動が
できるよう周知徹底を図っております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社の機関設計を含む内部統制システムの整備の状況は、下記のとおりです。

１．会社の機関の基本説明

ⅰ 取締役会と経営会議

　取締役会は、代表取締役社長 神農雅嗣が議長を務め、取締役 山口貴載、取締役 西本昌善、取締役 鈴木謙一、取締役 土屋雅美、取締役 大

嶋正史、社外取締役 山下貴、社外取締役 渡辺衛男の取締役８名（うち社外取締役２名）で構成されております。 取締役会は、原則として月１回

の定時開催のほか、必要に応じて随時開催し、法令並びに取締役会規程で定められた事項及び経営に関する重要事項の決定を行うほか、業務
執行、業績の進捗等について審議しております。また取締役会には、全ての監査役３名（うち社外監査役２名）が出席し取締役の業務遂行の状況
を監視できる体制となっております。

　経営会議は、代表取締役社長 神農雅嗣が議長を務め、取締役 山口貴載、取締役 西本昌善、取締役 鈴木謙一、取締役 土屋雅美、取締役 大

嶋正史の常勤取締役６名と常勤監査役 渡瀬年巳及び執行役員４名の計11名で構成されております。経営会議は、原則として月１回開催し、重要

な事項を協議または共有しております。

ⅱ 内部統制委員会

　会社の事業に関わる法令遵守、危機管理、業務の適正確保のための内部統制の構築及び改善を目的として、代表取締役社長直轄機関の内部
統制委員会を設置しております。同委員会は、取締役 大嶋正史が委員長を務め、常勤監査役 渡瀬年巳、社外監査役 大沢拓と内部監査室及び

リスク管理室にて構成され、法改正等への対応、リスクの識別評価、及び内部統制上の観点から各所管部署において対処が求められる各ルール
の策定、業務フローの是正等の仕組みづくりなど、目的毎に毎月継続的に開催され、それらの結果及び経過について定期的に代表取締役社長及
び取締役会に報告しております。

ⅲ リスク・コンプライアンス委員会

　グループ関係会社を含めた会社におけるリスク及びコンプライアンスの管理を適正に行うことを目的として、代表取締役社長直轄機関のリスク・
コンプライアンス委員会を設置しております。同委員会は、代表取締役社長 神農雅嗣が委員長を務め、取締役 山口貴載、取締役 西本昌善、取

締役 鈴木謙一、取締役 土屋雅美、取締役 大嶋正史、常勤監査役 渡瀬年巳で構成され、隔週定例及び必要に応じて招集され、組織横断的にリ

スク及びコンプライアンスに関わる基本方針の策定、個別事象の把握及び調査対応、これらに関する各所管部署への指示伝達等を行った上、各
所管部署等から報告を受け、それらの結果及び経過について定期的に取締役会に報告することとしております。

ⅳ 監査役監査及び内部監査体制

　経営の監視機能につきましては、監査役監査の実施により適法性を監査しております。各監査役は原則として全員が取締役会に出席し、適法、
適正かつ健全に会社経営が行われているかという観点において、取締役会及び取締役の職務執行を監視、監督しております。また、監査役会及
び内部監査室は適宜相互に情報交換を行い、会計監査人とも連携を取りながら監査の実効性の向上を目指しております。

ⅴ 会計監査人

　当事業年度において、会計監査はEY新日本有限責任監査法人に委嘱しており、監査の過程及び監査終了後に監査実施状況や監査上の重要
事項について報告を受けております。

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

ⅰ 「企業理念」「事業目的」「経営方針」を整備し、代表取締役社長が、その趣旨や考え方を全役職員に反復継続して伝え、社内共有を図るととも

に、社会からの信頼を保つことを企業活動の基本に据えた「行動指針」や「行動規範」を定め、業務遂行に係る法令及び定款の遵守を周知徹底し
ます。

ⅱ 取締役会は、社外取締役を含めて構成され、法令、定款及び「取締役会規程」その他の社内規程に基づき重要事項を決定するとともに、取締

役の職務の執行を監督します。

ⅲ 取締役会は、財務報告に係る内部統制の基本方針を決定し、内部統制の整備及び運用に対して監督責任を有します。

ⅳ 財務報告の信頼性を確保するため、各事業において、所管する業務処理統制の文書化及びリスクコントロールマトリックス（ＲＣＭ）により財務

報告に係るリスクを識別、これを内部統制委員会が評価して、重要な問題点があれば経営会議で協議のうえ必要な是正措置を施します。また、内
部統制委員会は、定期的にリスク及び統制活動の十分性の見直しを検討します。

ⅴ 職務権限及び職務分掌に係る諸規程を定め、重要事項については、規程に基づき経営会議及び取締役会で審議のうえ決定します。

ⅵ 「コンプライアンス規程」を定め、これに紐付くツールとして、行動規範等を明記した「コンプライアンスガイドブック」を全社員に配布し、法令遵守

が企業活動の基本であることを社内研修制度により周知徹底を図ります。



ⅶ 代表取締役社長の直轄機関として内部統制委員会、賞罰委員会、リスク・コンプライアンス委員会及び内部監査室、リスク管理室を置き、適切

な経験、知識を有する人員を配置して、法令、定款及び社内規程等の遵守について横断的な調査及び指導、監督を行います。また、法令、定款、
社内規程及び社内ルールへの違反行為に対しては、厳正な処分を下すとともに、適宜、再発防止策を講じます。

ⅷ 賃貸住宅・賃貸開発・賃貸経営の各事業及び経営統括本部に、それぞれ管掌取締役を統括責任者（プロセスオーナー）として配します。統括責

任者は、内部統制の整備状況について説明と是正に関する責任を負います。

ⅸ 法令違反等の予防と早期発見及び是正を図るため、「内部通報規程」に基づく内部通報制度を設けております。また、情報提供者の秘匿と不

利益取扱の禁止に関する規律を整備します。

ⅹ 監査役は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査し、内部統制が適切に整備・運用されているこ

とを監視します。

３．提出会社の子会社の業務の適正を確保する為の体制整備の状況

　当社は子会社等関係会社に関する業務の円滑化を図り、関係会社を適切に管理指導するとともに、相互の利益と発展をもたらすため、「関係会
社管理規程」を制定しております。関係会社の管理においては、関係会社の経営の自主性を尊重しながら、当社グループの企業集団として一体
性を有することを基本方針としております。また、関係会社との取引には、基本契約を適切に締結し、相互の責任を明確にしております。

　上記内部統制システムは、関係会社を含む当社グループ全体の統制を図っており、内部監査室が関係会社の監査を実施しております。

４．リスク管理体制の整備の状況

　当社におきましては、リスク管理に係る重要な事項は取締役会又は経営会議で決定しております。リスク管理に関する基本的な事項はリスク管
理規程で定めており、同規程の中で、当社におけるリスクを定義し、範囲を定めております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

＜反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方＞

　当社は、反社会的勢力と一切の関係を持たず、反社会的勢力からの要求には応じないことを掲げ、関係排除を徹底しております。

＜反社会的勢力排除に向けた整備状況＞

　当社は、「反社会的勢力対応規程」において、反社会的勢力との関係遮断に関する方針を定め、具体的な対応に関してはマニュアルを整備する
とともに、社内体制として、反社会的勢力排除に係る総務業務を所管する部署を反社会的勢力対応部署とし、不当要求防止責任者は、反社会的
勢力に関する情報の管理・蓄積、社内体制の整備、研究活動の実施、外部専門機関との連携等を行い、反社会的勢力との関係を遮断するため
の取り組みを推進しています。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

１．適時開示に関する姿勢・方針について

　投資者が当社への投資価値を的確に判断するために必要な会社情報を適時適切に開示することを基本方針として、迅速に開示できる体制を構
築しております。株主が当社グループに関する主な情報を公平にかつ容易に取得し得る機会を確保するため、当社ホームページ上に決算公告及
びその他株主の利害に直接的影響を及ぼすと思われる情報等については随時掲載しており、今後も、規則等に基づく適時開示は当然のこと、当
社ホームページを充実させ適時開示制度において開示を求められていない事項についても可能な限り迅速かつ分かりやすい情報開示が出来る
よう努力していきます。

２．適時開示業務を執行する体制について

　取締役会決議により情報開示担当役員（経営統括本部担当取締役）を設置しているほか、総務広報部を情報開示担当部署として人材の強化・
育成を図り、特に、上場企業としての責務を十分に認識し、投資家重視の観点から、重要事項の開示を手続上可能な限り迅速に行うことができる
体制を整備・強化を図っております。

　具体的には、適時開示の対象となる決定事実・発生事実に関して、各部の情報連絡担当者は、取締役会等重要会議の付議事項がある場合は
予め情報開示担当役員に報告し、情報開示担当役員は直ちに代表取締役社長に報告します。経営企画部及び総務広報部は情報開示担当役員
の指示の下、適時開示の対象となる重要事実の有無を検討し、該当があれば直ちに開示資料を作成し、決定事実については当該会議終了後遅
滞なくその付議事項の可決を確認し、取締役会の了承を得て、発生事実については取締役会の了承を得て又は情報開示担当役員と代表取締役
社長との協議を経て開示します。

　決算に関する情報に関しては、経理財務部にて、決算開示資料（決算短信・四半期決算短信）を作成し、取締役会の了承を得て開示します。

　当社は子会社１社を有しておりますが、完全子会社であり連結対象です。子会社からは月次決算書等を翌月の上旬までに提出を受けておりま
す。また、関係会社管理規程に基づき、発生事実及び決定事実についても、経理財務部を通じた情報開示担当役員への報告もしくは事前承認の
ための情報提供がなされる体制を構築しております。これらに基づき情報開示担当役員の指示の下、経営企画部及び総務広報部は適時開示の



対象となる重要事実の有無を検討し、該当があれば直ちに開示資料を作成し取締役会の了承を得て又は情報開示担当役員と代表取締役社長と
の協議を経て開示します。




